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研究成果の概要（和文）：本研究によって、主に以下の3点に関する成果が得られた。第一に、水利用と経済成
長の間の関係性を、計量経済学の手法（同時方程式）を用いて正確に推計した。水利用がしやすくなることで、
経済成長率が押し上げられることが明らかとなった。第二に、人間と自然の関係から生まれる価値（関係価値）
の概念上の混乱を整理するとともに、アンケート調査を通じて人間の幸福度と正の相関があることを明らかにし
た。第三に、讃岐平野における1994年の異常渇水への対応の仕方は、オーストラリアのランドケアにおける危機
対応と多くの共通点があることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study yielded the following three results. First, the relationship 
between water use and economic growth was accurately estimated using econometric methods 
(simultaneous equations). It is confirmed that the augmentation of the level of water availability 
can boost the economic growth rate. Second, we sorted out the conceptual confusion of relational 
value which arises from the relationship between humans and nature, and clarified that there is a 
positive correlation with human well-being through a questionnaire survey. Third, it was revealed 
that the adaptation to the 1994 serious drought in the Sanuki Plain has much in common with the 
crisis response of Landcare which have been implemented in Australia since 1986.

研究分野： 環境経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
各国の水利用と経済成長の間の関係を分析する研究はそれほど多くないが、本研究はパラメータ推計にバイアス
をもたらす内生性の問題を考慮して、信頼性の高い正確な推計を行っている。また、水の文脈で関係価値の概念
を適用する研究も乏しく、実際に個人の主観的幸福に正の寄与をしていることを実証的に明らかにした点で大き
な学術的意義がある。最後に、讃岐平野のため池水利の渇水適応の事例が、有効な危機対応という点で一定の普
遍性を持っていることが明らかとなった。水資源の利用・管理の効率性だけでなく、福祉の側面での代替不可能
性も考慮に入れた仕組みづくりが、渇水への有効な対処方法となりうることが示唆されている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 水は人間の福祉（well-being）に不可欠な役割を果たす財であると同時に、一定のストックが
社会に必要な自然資本でもある。水は消費の不可欠性に起因する代替不可能性を有する点で、一
般的な市場で取引される他の経済財とは異なる特質を持っている。このような水という財が持
つ代替不可能性という特質は、渇水という非常時において特に顕在化するが、これらの特質が経
済学における希少性の尺度である価格に適切に反映されるとは考えにくい。なぜならば、価格理
論において経済学が想定しているのは、複数の財の間でのトレードオフが可能ということであ
り、仮に一方の財の消費量が減少しても、もう一方の財の消費量を増加させることによって人間
の幸せ（効用）の水準の維持が可能であるという前提を置いているからである。このような前提
は、渇水時に先鋭化する消費の代替不可能性という水の特質と相容れず、経済学の価格理論が想
定するような前提が渇水時の水資源には成り立たない可能性がきわめて高い。水の代替不可能
性をどのように把握するかということが、経済学の中での重要な問題として問われている。 
 また、持続可能な経済発展を実現する上で、水がいかなる役割を果たしているかも問われなけ
ればならない。水が経済活動において果たす役割は、これまで主に「バーチャル・ウォーター」
という概念を通じて検証されてきたが、バーチャルウォーター研究の力点はあくまで各国が実
際に必要としている水資源量の解明にある。水が経済発展に寄与している度合いを定量的に分
析する研究はごくわずかにとどまっており、水の希少性を明らかにすることを通じて、水が経済
活動で果たしている役割を正確に評価する必要がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、人間の生活と生命維持に不可欠な資源である水資源を対象として、水の希少性と代
替可能性に関する計量経済分析を行うとともに、渇水への適応力を高めるための制度的基盤の
あり方を解明することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
水の希少性の推計については、各国の水利用データ（水充足度）と経済データを統合し、GDP

を被説明変数とする「生産関数モデル」に加えて、Kagohashi et al. (2015)の「水利用モデル」
の両モデルを計量経済学の手法である同時方程式によって解く。これにより、これまでの先行研
究では十分に考慮されてこなかった変数の内生性の問題を乗り越え、より正確に水の希少性を
評価する。 
代替可能性の推計については、主観的幸福（subjective well-being, 以下 SWB）のアンケー

ト調査を行い、水が SWB に直接与える影響を分析する。 
 
４．研究成果 
 本研究で得られた成果は、以下のとおりである。 
第一に、Hanasaki et al. (2013)で示されている Cumulative Abstraction to Demand（以下

CAD）のデータを用いて、世界各国の水充足度と経済成長の間の関係性を分析した。経済成長と
水利用の関係性を分析した先行研究には Barbier (2004)や Edwards et al. (2005)、Cole (2004)
などがあるが、いずれも内生性の問題を考慮していない。本研究では、同時方程式によってモデ
ルを記述し、それを解くことによって内生性の問題に対処しつつ、経済成長と水利用のモデルの
パラメータ推定を行った。以下、同時方程式のモデルを示す。 
 
ln( / ) = + ln + ln( / ) + + + ( ) + . 

= + ln + ln + ln + ln( / ) + + +
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ここで、Yは GDP、Lは労働者数、Aは全要素生産性（TFP）、Kは人工資本ストック、sは就学年
数、wは CAD、Pは人口、Sは一人当たり実質 GDP、urban は都市化率、prcp は年間降水量、temp
は年平均気温である。 
 全ての国を含めたサンプルでは、経済成長モデルのパラメータの推計値は全て統計的に有意
（<.01）であり、それぞれ、α1が 0.631、α2が 0.645、α3が 0.114、α4が-6.86、α5が 5.94
であった。水利用モデルでは、平均気温の 2乗項以外は統計的に有意（<.01）であり、それぞれ、
β1が-0.016、β2が-0.167、βが 0.135、β4が 0.0710、β5が 0.0023、β6が 0.0011、β7が
-0.021 であった。これらのパラメータ推計値を基にして、水利用の経済成長に対する弾力性を
計算すると、水利用量が 1%増加（減少）することで、GDP を 1.83%増加（減少）させる効果があ
ることが分かった。また、経済成長の水利用に対する弾力性も計算すると、1%の経済成長の増加
によって水利用量が 0.13%減少する。こうした結果は、水の希少性が経済成長と密接にリンクし
ていることを示唆している。 
 第二に、環境・資源の代替不可能性と深く関連する「関係価値（relational value）」概念に



関する哲学的な検討と、実証分析を実施した。 
篭橋（2020）では、Himes and Muraca（2018）を参照点としながら、それを批判的に吟味する

ことを通じて、関係価値の価値論上の位置づけを明確化した。関係価値は従来の手段的価値と内
在的価値の二項対立的な区分では捉えられない、自然の多様な価値を把握するための概念とし
て提起されたものの、その定義には幅があり、とりわけ手段的価値や内在的価値と関係価値の関
係性をめぐって、論者によって見解が一致していない。こうした混乱が生じる大きな原因の一つ
として、手段的価値や内在的価値という価値区分そのものの規定をめぐる混乱にあることを指
摘し、関係価値概念の価値構造を整理した。とりわけ、①関係価値は内在的価値とは独立するカ
テゴリの概念ではないこと、②関係価値はエウダイモニアの向上に貢献するという意味での「手
段としての価値」を有すること、③道具的価値に区分されることが直ちに代替不可能性を導くと
は限らないことを明らかにし、下図のように一般的な価値分類における関係価値の理論的位置
付けを明確化した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
篭橋（2020）の理論的基盤に依拠しつつ、自然や水の関係価値が主観的福祉に果たす役割につ

いて、アンケート調査を通じて実証的に分析した。関係価値に関する質問項目は Klain et al. 
(2014)を参考に、以下のように設定した。このほか、個人の所得や性別、年齢の個人属性と、主
観的幸福の尺度として生活満足度、幸福度、エウダイモニア（人生の価値）、カントリル・ラダ
ーの質問項目に回答してもらい、データベースを構築した。なお、主観的幸福の項目に関して、
カントリル・ラダーは 11段階、その他は 5段階評価となっている。 
 

表 1  関係価値の質問項目 
 変数名 内容 回答方法 
1 コミュニティ 1. 自分が所属するコミュニティを象徴するような水

が存在する 

5：完全に同意する 
4：まあまあ同意する 
3：どちらとも言えない 
2：あまり同意しない 
1：全く同意しない 

2 健康 2. 私や私の家族の健康は、何かにつけて水と関連して
いる 

3 アイデンティ
ティ 

3. 私は水に強く感じるものがあり、こうした見方は私
自身と私の生き方の一部をなしている 

4 キンシップ 4. 水は生命のつながりの一部をなしており、私にとっ
てまるで「親族」ないし家族のようなものであるか
ら、私たちがそれをどのように扱うかは重要な問題
である 

5 スチュワード
シップ 

5. 私は水の管理や世話をすることへの責任を感じて
いるので、水を取り扱うときには、私のそうした感
覚が反映される 

6 保護 6. たとえ私自身が見ることはなくても、その行く末を
案じたり、保護したいと思ったりしている水につい
て、思いを巡らせることがある 

7 説明責任 7. 人類は水に影響を及ぼしており、それは他の人々に
害を与えるため、私たち自身が自然に与えている影
響について説明を行う責任がある 

8 唯一性 8. 水に価値があるのは、それが人工物／自然物に関わ
らず、他のものにはない独自の性質を持っているか
らである 

 

出典：篭橋（2020）、15 頁。 



9 代替不可能性 9. 水は他に替えがきかない、かけがえのないものであ
る 

出典：Klain et al. (2014)を参考に筆者作成 
 
質問票の配布と回収はウェブ上で行い、7,000 サンプルを回収した。表 2に、基本統計量を示す。 
 

表 2 基本統計量 
 平均 標準偏差 最小値 最大値 N 
被説明変数      
生活満足度 2.68 1.008 1 5 7000 
幸福度 2.57 0.986 1 5 7000 
エウダイモニア 2.75 1.014 1 5 7000 
カントリル・ラダー 5.25 2.120 1 11 7000 

説明変数      
 年齢 52.0 10.639 18 89 7000 
 性別*1 1.41 0.492 1 2 7000 
 所得*2 7.64 3.875 1 15 7000 
 コミュニティ 2.91 1.009 1 5 7000 
 健康 3.22 1.084 1 5 7000 
アイデンティティ 3.00 0.985 1 5 7000 

 キンシップ 3.29 1.008 1 5 7000 
 スチュワードシップ 3.10 0.934 1 5 7000 
 保護 3.07 0.957 1 5 7000 
説明責任 3.49 0.937 1 5 7000 

 唯一性 3.50 0.920 1 5 7000 
 代替不可能性 4.01 0.990 1 5 7000 

出典：筆者作成 
*1 性別の選択肢は「1：男性、2：女性」である。 
*2 所得の選択肢は「1：0 円、2：10 万円未満、3：10〜100 万円未満、4：100〜300 万円未満、5：300〜
500 万円未満、6：500〜700 万円未満、7：700〜900 万円未満、8：900〜1,100 万円未満、9：1,100〜1,300
万円未満、10：1,300万円〜1,500 万円未満、11：1,500万円〜1,700 万円未満、12：1,700万円〜1,900 万
円未満、13：1,900〜2,100 万円未満、14：2,100 万円以上、15：わからない／答えたくない」である。 
 
表 2 に示される被説明変数と説明変数によって、順序ロジットモデルを用いてパラメータ推

定を行った。その結果、全ての被説明変数で一貫して統計的に有意だった説明変数は「コミュニ
ティ」と「健康」であった（<.01）。エウダイモニアを被説明変数とした時、それぞれ推定され
たパラメータの値は 0.22 と 0.11 であった（統計的有意性はいずれも<.01）。また、所得に関し
ても 1%水準で統計的に有意であった。「唯一性」と「代替不可能性」に関しても統計的に有意で
あり、パラメータ推定値は両者とも正の値であった。これらのことから、水の関係価値を認識す
る主体ほど、エウダイモニアで測った主観的福祉も高い値となる傾向が見出された。とりわけ、
「唯一性」や「代替不可能性」を強く認識する主体は、エウダイモニアの評価値も高くなること
が実証的に明らかとなった。 
 
第三に、讃岐平野のため池水利が持続的に機能するための条件について、オーストラリアのラ

ンドケア（Landcare）との比較分析を行った。ランドケアは 1986 年にオーストラリアでの塩害
問題を契機に起こった環境運動であり、危機への適応を効果的に行った取り組みである。現在で
も 5,000 を超えるランドケア・グループがオーストラリア全土に存在し、農業だけでなく、生態
系管理や在来種の保護など、多様な活動が展開されている。このようなランドケアの原理的特質
は Michael Seigel（SPELJ 2013）によって 5つにまとめられている。それを本研究では「倫理」、
「目的」、「アプローチ」という 3つのカテゴリに整理した（表 3）。 

 
表 3  ランドケア原理を支えるコア概念 

カテゴリ 原理 コア概念 

倫理 1 ローカルグループの自律性 

2 ローカリズム 

目的 4 コミュニティの福祉 

アプローチ 3 統合的資源管理 



5 パートナーシップとネットワーキング 

出典：Kagohashi (2022, forthcoming) 
 
表 3 のコア概念を参照しながら、1994 年の讃岐平野の渇水適応の事例をみると、多くの点で共
通点が見出された。第一に、ため池を維持管理する土地改良区が渇水時に行ったさまざまな対応
（番水、走り水慣行等）は、土地改良区と農家の人々の自律性と地域密着性の高さを物語ってい
る。第二に、1994 年に実施された水融通は、渇水が単なる水資源の問題ではなく、農家の人々
にとって農作物を枯死させることの重大な意味（福祉水準の不可逆的な低下）を前提とするもの
であった。土地改良区に所属する農家の人々の福祉を渇水という危機の下であっても維持しよ
うとする取り組みとして、水融通は捉えられる。第三に、1994 年の異常渇水時には、ため池の
親池から子池、孫池に至るまで、流域内での水資源の最適配分が行われたとともに、香川用水土
地改良区が香川用水幹線を通じて流域間での水融通が行われた。香川用水土地改良区とため池
の土地改良区が一体となって、渇水危機を乗り切ったのである。こうしたことは、渇水時の水管
理のあり方として、統合的資源管理とパートナーシップ、ネットワーキングが重要な役割を果た
すことを示唆している。このように、オーストラリアの危機対応の仕組みと、讃岐平野のため池
水利における渇水適応との間には、共通点が多く見出される。水資源の利用・管理の効率性だけ
でなく、福祉の側面での代替不可能性も考慮に入れた仕組みづくりが、渇水への有効な対処方法
となりうることが示唆されている。 
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